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○「評価のポイント」の見方

取組内容
成果指標

単位 目標 実績 達成度
取組実績

Ⅰ 1 5
貯水槽水道の適正

な維持管理
貯水槽水道実態調査 回 1 1 100%

　　令和3年度に送付した貯水槽水道使用状態を確認

する調査票の返送分について、施設所有者の特定や施設

規模等の情報把握の整理を行いました。

　衛生管理研修会については、令和４年度もコロナ感染

状況を鑑み開催を見送りました。

Ⅰ 2 4 施設の耐震化 浄水施設耐震化率 ％ 37.1 37.1 100%
　富吉浄水場の1系ろ過池耐震補強を実施するととも

に、浄水池更新について実施設計を発注しました。

Ⅰ 2 5 管路の耐震化 基幹管路の耐震化率 ％ 43.8 43.7 99%
　基幹管路耐震化更新計画に基づき、下北方線

0.17km、古城線0.12km、月見ヶ丘線0.41kmを整備

取組方針

施策体系

　　　安全な水の供給を確実にするため、水源から給水栓（蛇口）に至る水道システムを継続的に監視・制御し、存在するリスク（危険性）

を抽出・特定します。また、平成24年度より運用している「宮崎市水安全計画」について、必要に応じて計画を改訂しながら、水質管理を

徹底することで高いレベルの安全性を推進します。

　水道施設の老朽化の状況、耐震性、将来の水運用などを把握しながら災害時における基幹施設の被害に伴う市民生活への影響を考慮し、優先

度の高い施設から効率的かつ計画的に耐震化を推進する水道施設整備基本計画に基づいた事業を実施します。

将来像 実施方策

安全で強

靱なライ

フライン

の構築

安全で良質な水の

供給

水道施設の更新・

耐震化

③ ④②① ⑤

施策評価調書は実施方策ごとに作成しています。
『みやざき水ビジョン２０２０』第５章『実施方策と取組内容』
（P45～）の「将来像」、「実施方策」、「施策体系（『将来
像』及び『実施方策』）」、「取組内容」名を記載しています。

① ② ③ ④ ⑤

上段には、各実施方策に対する「取組の方針」を記載しています。

「取組内容」に関連する成果指標です。
『みやざき水ビジョン２０２０』の将来像Ⅰ（P56～57）、将来像Ⅱ（P63）、将来像Ⅲ（P66）、将来
像Ⅳ（P76）、将来像Ⅴ（P81）の『成果指標』の「指標名」と目標値等が記載されています。
①成果指標名
②単位：指標の単位
③目標：評価対象年度（令和４年度）の目標値（『成果指標』の算出式で算出）
④実績：評価対象年度（令和４年度）の実績値（『成果指標』の算出式で算出）
⑤達成度：評価対象年度（令和４年度）の目標に対する実績の達成度

『取組実績』は評価対
象年度（令和４年度）
の実績等が記載されて

います。

〇「評価のポイント」の活用について
 評価のしやすさを目的に、全２１の実施方策に記載の各取組内容のう
ち、成果指標がある取組や、各実施方策を代表とする取組を１つまたは２
つ抜粋し「評価のポイント」としています。
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○「評価のポイント」

取組内容 成果指標 単位 目標 実績 達成度 取組実績

Ⅰ 1 5
貯水槽水道の適正な維

持管理
貯水槽水道実態調査 回 1 1 100%

　令和3年度に送付した貯水槽水道使用状態を確認する調査票の返

送分について、施設所有者の特定や施設規模等の情報把握の整理を

行いました。

　衛生管理研修会については、令和４年度もコロナ感染状況を鑑み

開催を見送りました。

Ⅰ 2 4 施設の耐震化 浄水施設耐震化率 ％ 37.1 37.1 100%
　富吉浄水場の1系ろ過池耐震補強を実施するとともに、浄水池更

新について実施設計を発注しました。

Ⅰ 2 5 管路の耐震化 基幹管路の耐震化率 ％ 43.8 43.7 99%
　基幹管路耐震化更新計画に基づき、下北方線0.17km、古城線

0.12km、月見ヶ丘線0.41kmを整備しました。

Ⅰ 3 1 漏水対策の推進 有収率 ％ 89.8 88.3 98%
　経年管更新事業計画（R2～R11）に基づき、旧宮崎市5.4km、旧

町1.6kmを整備しました。

Ⅰ 4 1 鉛給水管等の更新 鉛給水管の解消率 ％ 65.3 66.5 101%

　年度当初に工事発注を行ったことにより、計画通り3,694件の取

替工事を完了しました。また、漏水修繕等に伴う鉛給水管の取替を

605件実施しました。

Ⅰ 5 2
指定給水装置工事事業

者の指導・育成

指定給水装置工事事業者の講習会

実施
年 1 1 100%

　３年毎に実施する座学講習会を５年ぶり（前回は平成２９年度。

令和２，３年度はコロナ禍で未開催）に開催し、受講対象事業者

277社のうち197社が受講しました。

Ⅰ 6 3 電気機械設備更新 更新件数（工水） 件 － － －
 　設備機器更新に関しては、アセットマネジメント計画どおりの更

新実施にて安定した施設運用を行いました。

取組方針

施策体系

　安全な水の供給を確実にするため、水源から給水栓（蛇口）に至る水道システムを継続的に監視・制御し、存在するリスク（危険性）を抽出・特定します。また、平成24

年度より運用している「宮崎市水安全計画」について、必要に応じて計画を改訂しながら、水質管理を徹底することで高いレベルの安全性を推進します。

　水道施設の老朽化の状況、耐震性、将来の水運用などを把握しながら災害時における基幹施設の被害に伴う市民生活への影響を考慮し、優先度の高い施設から効率的かつ

計画的に耐震化を推進する水道施設整備基本計画に基づいた事業を実施します。

　経年化が進む水道管において、管体等の劣化による漏水事故が発生している状況にあることから、限りある水資源の有効利用と事業効率の向上のため、より効果的な漏水

対策を推進します。

　鉛給水管を使用している家屋に対して鉛管に関する注意喚起を行うとともに、取替工事受託者の機動力が発揮できるよう計画の３か年分を一括発注することで、残存する

鉛給水管の早期解消を目指します。

　給水装置の不具合による事故防止に向けて、広報紙『せせらぎ』やホームページなどを活用し、お客さまに対して適正な維持管理の周知を行います。また、より複雑化し

ていく給水装置工事の審査及び検査の精度を向上させるため、職員の技術力向上と技術継承に取り組みます。

　アセットマネジメントの手法を活用した施設の更新及び耐震化計画に基づき、施設の重要度や影響度を考慮した管理棟耐震補強、取水ポンプの更新及び配水管の更新を実

施します。

将来像 実施方策

安全で良質な水の供給

水道施設の更新・耐震

化

漏水対策の推進

鉛給水管の解消

給水装置の適正な管理

工業用水道施設の更

新・耐震化

安全で強靱

なライフラ

インの構築
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○「評価のポイント」

取組内容 成果指標 単位 目標 実績 達成度 取組実績

取組方針

施策体系
将来像 実施方策

Ⅱ 1 1 処理施設・管路の更新
重要路線内の要改善老朽下水道管

きょ改善率
％ 64.2 62.3 97%

　ストックマネジメント計画に基づき、汚水管路の管きょ改築

3.0km、及び147処理設備の更新を行いました。

Ⅱ 2 1 浸入水対策 － － － － －

　青島地区及び立和地区の浸入水発生エリアの絞り込みを行い、浸

入水の多いエリアについては、下水道本管から公共桝までの管路等

調査、公共桝から宅内までの排水設備調査を実施しました。

Ⅱ 3 1
処理場・ポンプ場の耐

震化

耐震化率（処理場・ポンプ場）

【重要施設の耐震化率】
％ 47.3 43.9 92%

　宮崎処理場塩素混和池（土木・建築部）の補強工事を実施しまし

た。また、宮崎処理場分流ポンプ棟（土木部）の補強工事を発注し

ました。

Ⅱ 3 3 管更生 重要な幹線の耐震化率 ％ 89.7 89.9 100%
　下水道総合地震対策事業計画（管路）に基づき、管きょ耐震化

(管きょ改築)工事215mを行いました。

Ⅱ 4 1 浸水対策 都市浸水対策達成率 ％ 58.5 58.8 100%
　飛江田排水区、佐土原町の上田島排水区等の排水路整備工事が完

了し、排水面積42.9haにおける浸水被害軽減対策が完了しました。

Ⅱ 5 1
農業集落排水施設の更

新
要改善老朽農集施設改善率 ％ － － －

　施設の老朽化対策に取り組むため、令和5年度から国庫補助金の

活用に向け、国･県のヒアリングを受け、農村整備事業(補助事業)の

採択を受けました。

Ⅲ 1 1

再生可能エネルギー

（消化ガス）の有効利

用の促進

汚泥消化ガス利用率 ％ 91.5 91.6 100%

　宮崎処理場において汚水処理の過程で発生した消化ガスの一部を

民間事業者に売却する、FIT事業により収入を得ることができまし

た。

　また、大淀処理場でも消化ガス発電を行い、処理場で使用する電

力消費の低減に努めました。

　ストックマネジメント計画に基づいた下水道施設の点検・調査の実施とその結果を踏まえた修繕・改築に取り組むとともに、計画の見直しを図りながら老朽化対策に取り

組みます。

　効率的な管路調査やマンホール蓋の鍵穴を簡易的に塞ぐ効果検証の検討を進めるとともに、雨水浸入量に対する管路の流下能力や処理施設の能力などを総合的に検証し、

有効な対策の検討に取り組みます。

　耐震診断などによって公共下水道処理施設・管路の耐震性の有無を把握するとともに、優先度の高い処理施設・管路から効率的かつ計画的に耐震化・耐津波化を推進する

下水道総合地震対策計画に基づいた事業を実施します。

　浸水被害が発生する地域において、その流域を調査・解析し、雨水幹線や雨水ポンプ場を整備して河川に排水するほか、道路排水を円滑に行うための集水枡増設など、河

川・道路の管理者と連携しながら有効な浸水被害軽減対策に取り組みます。

　農業集落排水施設最適整備構想・再編計画に基づきながら、各施設の老朽化対策が集中することがないよう、事業費の平準化を考慮した計画的な改築に取り組みます。

　新たに更新する設備・機器について、より効率の高い技術や省エネルギー機器の導入による省エネルギー化の推進など、使用電力量を低減することで温室効果ガス削減に

よる環境保全に取り組みます。

公共下水道処理施設・

管路の老朽化対策

浸入水対策の推進

公共下水道処理施設・

管路の耐震化

浸水対策の推進

農業集落排水施設の老

朽化対策

自然環境に

配慮したエ

ネルギー対

策と資源の

有効利用

環境負荷の低減と資源

循環利用の促進

快適で良好

な生活環境

の整備
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○「評価のポイント」

取組内容 成果指標 単位 目標 実績 達成度 取組実績

取組方針

施策体系
将来像 実施方策

環境負荷の低減と資源循

環利用の促進
Ⅲ 1 3 汚泥の肥料化 下水汚泥リサイクル率 ％ 41.5 42.3 101%

汚水処理の過程で発生した脱水汚泥を利用して作られる乾燥肥料

「てげいい土」の売上向上を目的に以下の広報活動を実施しまし

た。

・ラジオ、新聞等のメディアを使った広報

・市公式SNS等（Facebook、twitter、LINEVOOM）での情報発信

・公用車にマグネットシートを貼り付け

・宣伝チラシの班回覧（市内全地区）

Ⅲ 2 1 放流水の水質管理 － － － － －

　公共水域の水質悪化防止のため、下水処理場の放流水を放流する

際、下水道法及び水質汚濁防止法に則り月２回の水質検査を実施

し、放流水質基準に適合しているか確認を行いました。

Ⅳ 1 1 給水拠点の整備 BCP計画の検証・見直し 回 1 1 100%

　災害対応用資機材整備計画に基づき、５地域自治区（大塚台、生

目台、赤江、本郷、北）に組立式給水タンクを配備しました。これ

まで配備した地域自治区の地域センターや地域事務所の職員を対象

に、組立式給水タンクの組立て訓練を初めて実施しました。

Ⅳ 2 1

人材育成の強化と意識

改革に向けた職員研修

の充実

職員１人当たりの年間研修受講回

数（非常勤職員含む）
回 5 3.2 64%

　地方公務員安全衛生推進協会が実施する、「職場環境改善アドバ

イザー派遣事業」を活用し、清武第２水源地で安全管理士による安

全点検を実施しました。また、リスクアセスメント等についての研

修も併せて開催し、施設の管理運営や委託先との連携について講義

を行いました。

　下水道事業団研修に４名参加し、専門的な知識の向上に努めまし

た。

　水環境への負荷軽減のため、公共水域へ放流する処理水の水質管理を徹底します。また、水源環境保全活動に対する支援や継続可能な保全活動の基盤作りに取り組みま

す。

　様々な災害レベルや状況に応じた机上訓練等の内部研修を実施し、職員の危機管理意識の向上を図るとともに、広報紙『せせらぎ』などを通して住民にも防災意識の啓発

を行います。また、危機管理に関する計画及びマニュアルの検証・見直しを適宜行い、更なる危機管理対策の充実に努めます。

　事務力と技術力の両面を強化するために職員研修を充実させ、経営管理、危機管理などに的確に対応できる職員の育成や企業職員としての意識改革に努めます。

自然環境に

配慮したエ

ネルギー対

策と資源の

有効利用

環境保全の推進

危機管理対

策と持続可

能な経営基

盤の確立

危機管理対策の推進

人材育成と技術継承の

推進
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○「評価のポイント」

取組内容 成果指標 単位 目標 実績 達成度 取組実績

取組方針

施策体系
将来像 実施方策

Ⅳ 3 2
汚水処理に関する広域

化・共同化
汚水処理の広域化 地区 1 1 100%

公共下水道に接続する農業集落排水施設の３施設のうち１施設の供

用開始を行いました。

Ⅳ 4 2

委託業務の見直し（効

果的な外部委託の推

進）

－ － － － －
料金センター等業務委託を令和4年4月1日から５年間の期間契約

し、業務効率化・市民サービスの向上を図っています。

Ⅳ 4 4
下水道汚泥に関する官

民連携事業
－ － － － －

大淀処理場汚泥焼却設備（H4 年設置）の改築更新に伴いデザイン

ビルド手法により入札公告を実施したが、開札の結果「不落」とな

り、新たな汚泥処理方法の検討が必要となりました。

Ⅳ 5 2 適正な料金の設定 経常収支比率（公共） ％ 100.0 100.9 100%

前回の改定検討から５年目となる令和２年度に水道料金及び下水道

使用料の改定の必要性の検討を行う予定でしたが、コロナ禍に伴う

市民生活への影響を考慮し、検討時期を延期しています。

　しかし、投資・財政計画のローリング結果においても上下水道事

業の経営状況の厳しさは浮き彫りになっており、できるだけ早期に

改定の必要性について検討する必要があります。

Ⅴ 1 1
情報通信技術の活用に

よる業務の効率化
－ － － － －

　各課1台のタブレット端末を導入し、ペーパレス化の推進を図り

ました。また、複数人に対応可能なWeb会議用カメラを購入しまし

た。

　水道料金の支払方法について、市長部局とあわせて令和5年1月に

「Ｗeb口座振替受付サービス」を導入し87件の口座振込のネット

申込がありました。また、上下水道の使用開始・中止等の届出につ

いてもLogoフォームを活用してネット申込みできる体制を整えた結

果、上下水道の使用開始が1,677件、中止等が1,562件のネットに

よる申込がありました。

　国や県の動向を注視しながら市民や議会など関係者の意見等を踏まえ、近隣市町との情報共有や技術研修を通した交流など、ソフト面を重視した広域連携を図ります。

　国や県、他自治体の動向を踏まえながら、メリット・デメリットを十分に検証し、効率的かつ効果的に実施できるものがあれば積極的に取り組みます。

　平成30年度に策定した『宮崎市上下水道局　経営戦略』の進捗管理を行いながら、経営目標の達成を図るとともに適正な料金の設定について検討を行います。また、効率

的な収納体制の確立や未利用財産の有効活用など、経営の効率化に有効な施策に取り組みます。

　水道施設台帳の整備をはじめとした上下水道事業における最新のICTのニーズの高まりに対応するため、国や他都市の導入状況を参考に効率的・経済的なシステムの導入

に努めます。

広域化等の推進

官民連携の推進

経営基盤の強化

お客さまが

身近に感

じ、満足で

きる情報・

サービスの

提供

ＩＣＴ・ＩｏＴの推進

危機管理対

策と持続可

能な経営基

盤の確立
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○「評価のポイント」

取組内容 成果指標 単位 目標 実績 達成度 取組実績

取組方針

施策体系
将来像 実施方策

Ⅴ 2 1
広報紙、ホームページ

内容の充実
広報紙による情報の提供度 部/件 2 2 100%

お客さまに上下水道事業に関する理解をより深めてもらい、ご意見

をいただくため、広報紙「せせらぎ」を年２回（８・２月）発行し

ました。併せて、イオンモールに設置してある秘書課所管のデジタ

ルサイネージや市公式SNSを活用し、広報紙発行のＰＲを行い幅広

い世代へ周知を図りました。

Ⅴ 3 2
お客さまアンケートの

実施
アンケート情報収集割合 人/千人 3.68 2.08 56%

これまで広報紙「せせらぎ」では、はがきとメールによる意見募集

を行っていましたが、2月号から新たにLogoフォームを活用し、Ｑ

Ｒコードを用いてインターネットから回答できるようにしました。

　お客さまが求めている情報や上下水道事業が抱える課題を様々な媒体を通して発信し、お客さまの声に応える仕組みを充実させます。

　様々な料金関連業務について包括して民間企業に委託することにより、お客さまサービスの向上を図ります。また、お客さまアンケートを通したニーズの把握や、施設見

学や出前講座による事業のPRに努めます。

お客さまが

身近に感

じ、満足で

きる情報・

サービスの

提供

広報活動の充実

お客様サービスの向上
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